様式第２号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

令和５年度宿泊業新規雇用支援事業業務計画書
※各項目に概要のみを記載し、詳細は別紙として自由様式（MS-PowerPoint等）に記載しても結構です。
１　提案者の概要等

(１)代表機関

	住　所
	

	商号又は名称
	

	業　務

責任者
	職･氏名
	

	
	E-mail
	

	
	電話番号
	

	業　務

担当者
	職･氏名
	

	
	E-mail
	

	
	電話番号
	

	経　理

責任者
	職･氏名
	

	
	E-mail
	

	
	電話番号
	


　(２)共同実施機関

※企業等において、共同実施機関がある場合に記入すること。（再委託先含む）

※不足する場合には適宜欄を追加すること。

	住　所
	

	商号又は名称
	

	業　務

責任者
	職･氏名
	

	
	E-mail
	

	
	電話番号
	

	業　務

担当者
	職･氏名
	

	
	E-mail
	

	
	電話番号
	

	経　理

責任者
	職･氏名
	

	
	E-mail
	

	
	電話番号
	


２　観光産業の人材確保における本県の現状と課題
	内容

	※観光産業（主に宿泊施設）における現状と課題を数値データ（出典元記載）とともに提示すること。



３　目標値
※各目標値の根拠は「４　業務内容」にて明記すること。
	項目
	対象
	目標値

	宿泊業務実習へ向けた

説明会への参加者数
	求職者
	名

	
	受入企業
	社

	宿泊業務実習参加者数
	求職者（実習生）
	名

	
	受入企業
	社

	実習後の就職者数（正社員）
	名


４　業務内容（業務計画、成果目標、実施体制、実施場所など）

※各業務内容におけるコーディネーターの役割、実施内容について具体的に説明すること。
※画像やイメージ図等を用いて、どのような提案内容であるかを説明すること。

(１)受入企業の募集・開拓・説明会

	項　目
	内　　容

	募集・開拓方法
	※人材育成に積極的に取り組む企業の開拓・受入企業としての選定方法（応募ツール、選定基準等）、見込まれる参加者数を根拠となる理由と共に記入すること。

	説明会

実施内容
	※想定される説明会開催方法、回数、内容を記入すること。


(２)実習生の募集・説明会
	項目
	内　　容

	募集方法
	※見込まれる参加者数を根拠となる理由と共に記入すること。


	説明会

実施内容
	※説明会開催方法、回数、内容を記入すること。



(３)宿泊業務実習（OJT）の実施

	項　目
	内　　容

	マッチング

方法
	※マッチングの考え方（基本方針）、マッチングの方法（実施内容、使用ツール、回数、受入企業のアピール方法、実習生選定方法等）について具体的に示すこと。

	OFF-JT
	※内容、訓練数、訓練期間、期待できる効果等を記入すること

	雇用形態
	※関係法令を遵守していることが分かるよう、その理由とともに提示すること。

	OJT中

OJT終了後
	※OJT 期間中、OJT終了後の実習生及び受入企業への支援内容及び方法、支援体制、雇用につながる必要な支援として効果的と考えられる取組があれば提示すること。
※見込まれる就職者数を根拠となる理由と共に記入すること。


(４)効果検証のための調査及び報告書の提出
	提案内容

	※具体的な実施方法について記載すること。



　  (５)自主提案
	提案内容

	※追加提案があれば記載すること。



５　事業実施体制、過去の実績等
	内容

	※実施体制及び担当者の事業実績、各業務における支援内容について具体的に示すこと。
※雇用形態に応じた実習生、受入企業との関係性を含め、体制図を分かりやすく記載すること。
※過去同様の事業の実績（自治体等の連携等）があれば、成果と共に記入すること。



６　スケジュール
	実施（予定）時期
	実　施　内　容
	実施場所

	
	
	


７　委託費見積

令和５年度宿泊業新規雇用支援事業業務の経費について、次により見積りします。

(１)見積金額

金　　　　　　　　　　円也(内消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　円）

(２)見積項目（内訳書）

	費目
	金額（円）
	左の積算（数量・単価　等）

	直接経費
	実習生
	賃金
	
	

	
	
	保険料
	
	

	
	
	交通費
	
	

	
	人件費等
	人件費
	
	

	
	
	謝金
	
	

	
	
	旅費
	
	

	
	事業費
	会議費
	
	

	
	
	印刷製本費
	
	

	
	
	消耗品費
	
	

	
	
	通信費
	
	

	
	
	郵送費
	
	

	
	
	通信運搬費
	
	

	
	
	情報収集費
	
	

	
	
	外注費
	
	

	
	
	広告作成費
	
	

	
	
	サイト運用費
	
	

	再委託費
	
	

	間接経費
	一般管理費
	
	

	消費税及び地方消費税
	
	

	計
	
	


　　※費目は適宜修正してください。
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